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要 旨 
 幼稚園における特別支援教育の実態を明らかにするために、幼稚園教諭が対応に苦慮している障害児あるい
は障害が疑われる幼児の実態を調査し、保育者の専門性を検討した。その結果、障害児あるいは障害が疑われ
る幼児は女児よりも男児の方が多かった。家族構成には有意な傾向は認められなかった。医療機関との連携に
ついては、診断があるケースは 52.8％となり、半数近くが診断はないが気になるケースということであった。
保育・教育現場と医療機関も含めた専門機関の連携がスムースに進む制度の必要性が考察された。領域別相談
内容では、社会とコミュニケーションについて多く挙げられた。保育者の専門性について考察され、保育・教
育現場で有用なアセスメントの開発の必要性が考察された。 
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Ⅰ．はじめに
 近年、幼稚園や保育所で発達障害児あるいは
発達障害が疑われる、気になる幼児が増加傾向
である（白垣・梅下、2010）１）。保育・教育現
場では発達障害者支援法（平成17年４月１日）
の施行、特別支援教育の正式実施（「学校教育
法等の一部を改正する法律案」；平成 18 年６月
15 日可決・成立、同年６月 21 日公布、平成 19
年４月１日から正式に実施）以来、対応を模索
しているが対応の難しさが報告されている。 
 筆者らは、特別支援教育専門家として、保
育・教育現場から要請されて、幼稚園、保育所、
小学校で気になる事例のアセスメントをし、現
場の先生方と対応方法を検討していく機会も
多い（年間のべ 24〜100 校・園程度、各校・園
で毎回１〜10 名程度）（白垣・梅下、2010）１）。
また、岡崎市特別支援教育相談センター「そよ
かぜ相談」の専門相談委員として委嘱されてお
り、それ以外にも、岡崎市ダウン症親の会保
育・教育相談、岡崎女子短期大学付属幼稚園で
の教育相談、豊川市、東海市での保育事例研修
講師等現場との連携実績も多い。 
 現場の先生方は、それぞれの市町等で作成さ
れている「相談児童生徒個人票」などをもとに、
事例を検討し、整理しており、筆者らもその資
料をもとに事例の観察、アセスメント、検討を
行 っ て い る 。 こ れ は 、 ア メ リ カ の IEP
（Individualized Educational Plan）をもと 
に、文部科学省が、盲・聾・養護学校には平成
11 年３月から（盲学校、聾学校及び養護学校
小・中学部学習指導要領）、発達障害のある児
童生徒への支援については平成 17 年４月から
（初等中等教育局長、高等教育局長、スポー
ツ・青少年局長３局長通知）導入された、「個
別の指導計画」である。しかしながら、平成 17
年４月から導入された対象としては、「小学校
等」となっており、幼稚園では導入がまちまち
である。 
 保育者は保育・教育現場において、発達障害
児あるいは発達障害が疑われる幼児の対応に
苦慮している。それは実際には、保育者の質的
な専門性の低さも指摘されているが、むしろ健
常児に比して手がかかるという労力面の問題
が大半を占めている（白垣・梅下、2010）１）。
今回、筆者らは保育・教育現場から対応に苦慮
している事例についての相談を受け、その対応
方法について検討していった。 
 そこで、本研究では、幼稚園における特別支
援教育の実態を明らかにするために、幼稚園教
諭が対応に苦慮している障害児あるいは障害
が疑われる幼児の実態を調査し、保育者の専門
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 性を明らかにすることを目的とする。 
 
Ⅱ．対象と方法 
 調査対象は、愛知県内の幼稚園教諭100名で、
対応に苦慮している障害児あるいは障害が疑
われる幼児をそれぞれ１〜３例挙げてもらっ
た。 
 方法は、愛知県私立幼稚園連盟から依頼され
た「障害児あるいは障害が疑われる気になる子
への対応」についての特別支援教育研修会にお
いて、実際の対応方法を検討するために、事前
に調査用紙を配布し、回収した。調査にあたっ
ては、愛知県私立幼稚園連盟第一教育研究部の
機関同意を得、対象となる幼稚園教諭に対して
は研究についての説明と同意を文書にて行い、
資料は匿名化し個人情報保護に留意して行っ
た。回収数・回収率は 65 件、65％で、挙げら
れた対象児数は 106 名であった。 
 なお、本研究は岡崎女子大学研究倫理審査に
よる承認を得て施行した（平成 28 年度通知番
号１）。 
 調査内容は、①対象児性別、②対象児年齢、
③家庭環境（家族構成及び外国人家庭であるか
／離婚家庭であるか）、④生育歴・療育歴、⑤
医療機関等による診断名（医師による診断があ
る場合のみ。担当者の推測では記入しない）、
⑥医師等の意見、⑦気になる状況、の７項目で
あった。①対象児性別は選択式、②対象児年齢
は空欄記入式、後の５項目は全て自由記述で記
入してもらった。 
 調査内容については、筆者２人で、KJ 法を用
いて整理し、津守式乳幼児精神発達診断法の５
領域、①運動、②探索・操作、③社会、④生活
習慣、⑤言語に加えて、知的な問題を加えた６
領域に分類した。 
 統計処理については、対象児の生活月齢の平
均・標準偏差の導出、男女間の月齢の差の検定
（t 検定）、同居する家族構成数、医療機関状況
提供数、領域別相談内容数の度数を算出し、全
体との割合を導出した。 
 
Ⅲ．結果 
１）対象児の人数、生活月齢 
 調査で挙げられた対象児の人数は合計106名
で、そのうち男児が 82 名、女児が 24 名であっ
た。生活月齢の平均及び標準偏差は、全体では
56.1±11.1ヶ月で、そのうち男児が57.0±10.8
ヶ月、女児が 53.2±11.5 ヶ月で男女間の月齢
には有意差は認められなかった（t＝1.497、
df=104、ns）（表１）。 
 
 
 
２）同居する家族構成数 
 幼稚園教諭が対応に苦慮する事例について、
同居する家族構成数によって影響が見られる
かを検討するために、度数を算出した。その結
果、父 104 名（対象者総数からの割合 98.1％）、
母 103 名（以下同 97.2％）、義母１名（0.9％）、
祖父８名（7.5％）、祖母 10 名（9.4％）、曽祖
母１名（0.9％）、叔父１名（0.9％）、兄 23 名
（21.7％）、姉15名（14.2％）、弟27名（25.5％）、
妹 25 名（23.6％）であった。対象者全体のな
かで、外国人家庭が３例（１例は父親がアメリ
カ人、１例は母親がペルー人、１例は母親がカ
ナダ人）（2.8％）、離婚家庭が３例（2.8％）で
あった（表２）。 
 
 
３）医療機関との連携 
 医療機関との連携を探るために、医療機関等
 による診断名（医師による診断がある場合のみ。
担当者の推測では記入しない）、その診断した
医師等の意見、を記入してもらった。その結果、
在胎週数の記載があるものが２名（1.9％）、出
生体重の記載のあるものが 11 名（10.4％）、診
断名が有るものが 56 名（52.8％）、医師等の意
見が有るものが 41 名（38.7％）であった。医
療機関への受診拒否のケースが３名（2.8％）、
医療機関へ受診したが園への連絡拒否のケー
スが４名（3.8％）であった。医師による診断
名が有るケースについて、具体的な診断名は、
広汎性発達障害（PDD）８名、自閉症スペクト
ラム（ASD）24 名、アスペルガー症候群１名、
注意欠陥・多動性障害（ADHD）６名、学習障害
（LD）１名、情緒障害２名、知的障害５名、精
神発達遅滞１名、言語発達遅滞２名、難聴１名、
場面緘黙２名、ダウン症候群１名、運動発達遅
滞１名、脳性麻痺（CP）１名、その他９名（心
室中隔欠損、川崎病、レクリングハウゼン病、
ヒトメタニューモウィルス肺炎、牛乳・卵アレ
ルギー、半年程度の遅れ、機能性構音障害、無
熱性けいれん、脳挫傷・脳出血後遺症によるけ
いれん発作が各１名ずつ）であった（表３）。 
 
 
４）領域別相談内容 
 幼稚園教諭が気になる状況の項目に書かれ
た自由記述の内容を、筆者２人で、KJ 法を用い
て整理し、津守式乳幼児精神発達診断法の５領
域、①運動、②探索・操作、③社会、④生活習
慣、⑤言語に加えて、知的な問題を加えた６領
域に分類した。 
 その結果、問題が挙げられている領域として、
知的が 22 名（20.8％）、うち知能指数の情報有
りが７名（6.6％）、運動が８名（7.5％）、探索・
操作が 12 名（11.3％）、社会が 86 名（81.1％）、
生活習慣が39名（36.8％）、言語が60名（56.6％）
であった（表４）。 
 
 
 
Ⅳ．考察 
１）対象児について 
 今回の調査においては、挙げられた対象児数
は 106 名で、そのうち男児が 82 名（77.4％）、
女児が 24 名（22.6％）と男児が圧倒的に多い
結果であった。これは、笹森ら（2012）2）等の
発達障害児あるいは発達障害が疑われる児は
女児よりも男児の方が多いという先行研究の
結果を支持するものであった。 
 
２）家庭環境について 
 先行研究においては、家庭環境の問題も指摘
されており（宮本、20083）；林、20084）；杉山、
20085）；西尾、20076））、保育・教育現場の関係
者からも家庭環境の問題は多数報告されてい
る。今回の調査においては、同居する家族構成
数を調査した。その結果、有意な傾向は認めら
れなかったが、①核家族が圧倒的に多いこと、
②兄弟姉妹数の中で姉だけが少ない傾向、の２
点が認められた。発達障害については、発達と
いう側面から、遺伝か環境かという議論がなさ
れており、また環境要因で発達障害に類似した
症状を呈する症例も報告されている（白垣・梅
下、2010）１）。姉だけが少ない傾向については、
姉がいると面倒を見てもらえるケースもある
のではないかと考えられる。弟がちょっと逸脱
しても放っておかない状況が問題行動を改善
する可能性が考えられる。妹も近接した年齢で
あれば同様の傾向が認められるかもしれない
 ので、今回は調査対象に入っていなかったが、
今後、兄弟の年齢や兄弟姉妹数との関連につい
ても検討していきたい。今後、保育・教育現場
で報告されている、DV やネグレクトの疑いなど、
より詳細な質的な検討が求められる。 
 
３）医療機関との連携 
 診断名があるものが 56 名（52.8％）、そのう
ち医師等の意見（医師や臨床心理士からのアド
バイス）があるものが 41 名（38.7％）であっ
た。発達障害が疑われる幼児について検診など
でリスク児としてチェックされていない、もし
くはフォローされていないことが露呈した結
果であり、包括的な体制整備が必要であると思
われる（白垣・梅下、2010）１）。さらに、在胎
週数や出生体重の情報については、入園時に情
報収集を行っているのか、行っているが教師に
情報が行っていない、もしくは、教師が必要性
を感じていない、など複数の要因が考えられる。
今後、実態をさらに調査するとともに、保育者
の専門性と教育の必要性について検討してい
きたい。 
 また、半数近くが診断はないが問題行動が気
になるケースということであり、今後、医療機
関との連携が進んで診断がつくのか否かは不
明なところである。というのも、日本の場合、
医療機関との連携は保護者が行わなければ成
立することは稀で、保護者が保育者と同様に問
題を認識していなければ医療機関への受診は
叶わないからである。自身の子どもについて問
題という認識がない保護者を動かして専門機
関につなげることは難しく、反面そのプロセス
において保護者との軋轢を生じさせることも
少なくない。今回の研究では、医療機関への受
診拒否のケースが３名（2.8％）認められた。
また、たとえ医療機関を受診したとしても確定
診断が得られるとも限らないし、受診したこと、
診断されたことを園に伝えてくれるかは保護
者に委ねられている。実際、今回の研究におい
ても、医療機関へ受診したが園への連絡拒否の
ケースが４名（3.8％）あった。診断があって
も現場で早急な加配保育士が配置されること
も難しい状況である（白垣・梅下、2010）１）。 
 それでは、保育・教育現場で問題を認識した
場合、どのように対応していけば良いのだろう
か？まだ医師による診断はなされていないが
保育者によって「発達障害が疑われる」として
挙げられた事例が発達障害の診断を受けた事
例と類似の発達特性を呈していることから、保
育者の子どもを見る目の確かさが裏付けられ
る結果とも言える。医療と教育・保育の連携の
必要性が叫ばれている昨今、保護者を媒介にし
ないで、保護者を参加させないという意味では
なくむしろ制度としては中心的に参加しても
らって、専門家同士で情報の共有、意見交換等
ケースカンファレンス、ひいては教育・保育分
野で導入されている個別の指導計画、個別の教
育支援計画につながる制度の導入が望まれる。
結果的に対象児及び保護者の利益につながる
ような施策が待たれるところである。医療機関
も含めた専門機関の連携がスムースに進む制
度が必要であろう。 
 また、診断名はあるが医師等の意見がないも
のは 15 名（診断がある 56 名−医師等の意見が
ある 41 名＝15 名）もあり、医療機関への受診
が実際の対応につながっていないケースであ
る。医療機関の場合、診療報酬の問題で、診断
結果、検査結果だけを伝えるところも少なくな
い。しかし、保育・教育現場においては、その
結果を理解する専門用語や知識等の専門性が
共通ではないので、対応に苦慮するという問題
も散見される。医療と保育・教育との連携が実
効性のあるものとして進むように、対応の手立
てを検討していく必要があると思われる。 
 診断名の具体的な障害名については、自閉症
スペクトラムが 24 名と圧倒的に多く、発達障
害者支援法（平成 17 年４月１日施行）に明記
されている発達障害全体でみると診断名がつ
いている者56名中43名が発達障害ということ
になり、発達障害が疑われて病院に受診するケ
ースが多いことがうかがえる。ダウン症や心室
中隔欠損、ヒトメタニューモウィルス肺炎など
発達障害以外の障害はなぜ挙げられたのかと
いうことについても疑問が残る。障害というだ
けで苦慮しているわけではない者も含まれて
いるし、随伴障害として羅列されて含まれただ
けというケースもある。今後の検討では、どう
いう機序で出されてきた障害名なのかについ
ても検討していきたい。ただし、診断名のなか
には、注意が必要なものも散見される。例えば、
 「情緒障害」については、本来の場面緘黙症な
どの情緒障害であれば問題ないが、2008 年３月
までは「情緒障害」は学校教育法上は自閉症を
包括しており、同年４月より明確に分離され、
それ以前の概念なのか以後の概念なのかは判
断つきかねる。また、「精神発達遅滞」につい
ても「知的障害」と同義であるが、医学用語と
しての「精神発達遅滞」と学校教育法上の「知
的障害」との概念が混在しており、注意が必要
である。新しい診断名を知ってはいるが、あえ
て古い用語を使っているこだわりの医師もい
るので、用語ではなく本質的な内容の連携がで
きるとなお良いと思われる。ただし、発達障害
の診断自体、DSM-V というチェックリストによ
るものである。したがって、診断の有無を検討
すること自体に問題をはらんでおり、今後はこ
の診断のあり方についても根本的な検討が進
められることが望まれる（白垣・梅下、2010）
１）。福祉先進国のように福祉を充実させ、診断
が得られればそれに見合った補助や支援が受
けられるという制度ができ、診断を幅広く行う
ことは有効であると思われるが、日本のように、
診断はされたものの、その後の支援につながっ
ていないケースが多い実態を見ると、より良い
制度の導入が待たれるところである。それまで
は、診断よりも問題行動からのアプローチが最
善であると思われる。 
 
４）領域別相談内容 
 領域別相談内容数は、社会が圧倒的に多く 86
名（81.1％）、ついで言語 60 名（56.6％）であ
った（表４）。これは、実際の診断名で社会性
とコミュニケーションの障害の特徴を有する
自閉症スペクトラム（ASD）が多い結果と同様
の傾向である。実際の気になる状況としては、
以下の通りである。 
①社会（気になる状況に挙げられた自由記述よ
り） 
・社会性の問題 
・愛着形成不全 
・新規なものへの適応ができづらい 
・離席 
・着席できず歩き回る、走り回る 
・集中力がない 
・情緒が不安定で、意志が通じないと泣き叫ぶ 
・目が合いにくい 
・友達に対して異常な執着 
・自分の感情をコントロールできず、カッとな
るとすぐに手が出て、止められない 
・日常は集団行動できるようになってきたが、
保護者が観に来ると一斉活動しなくなる 
・物には関心があるが友達にはあまり関心がな
い 
・理解はできていてもわざとダメと言われたこ
とを繰り返す時がある 
・やりたいと思ったことはやらないと納得でき
ず怒ってしまい、落ち着くまでに時間がかか
る 
・感情制御が未熟、感情の起伏が激しい 
・やりたいことと違うことを教師や友達から言
われると「やだ」と「ゔぅーん」と、床に寝
転がって怒る 
・ふらふらしていて座っていられない、気に入
らないことがあると引っ張ったりかみつい
たりする 
・感情のコントロールが難しく、自分がやりた
いことができないと暴れて泣いてしまう 
・活動の見通しができず、パニックになってし
まう 
・大人に噛み付く 
・空気が読めない 
・衝動的に手が出る 
・好きなことに没頭すると止められない 
・ボーッと考え事をしていることが頻繁にみら
れる 
・我慢ができない 
・一度思いが通じないと感情をあらわにして怒
り叫びながら泣く、パニック 
・好き嫌いが激しく、嫌いなことに対して強く
あたる 
・保護者の足にしがみついて離さない、自分の
ほほを保育者のほほに数分くっつけたがる 
・集団生活の中で周囲の状況を自ら認識するこ
とが難しく、興味のある事柄を優先してしま
う 
・同年代の子と関わりが少ない 
・気に入らないこと、思うようにならないこと
があると大声を出したり、部屋から出て行き、
園庭まで行こうとする 
・他児と関わりを持とうとするが、加減がわか
 らず力一杯引っ張ったり、押したり、気に入
らないとたたく、蹴るなどの行動が見られる 
・環境の変化に混乱しその場にいられないこと
が多い 
・周りと全く違うことをしている時がある 
・一度、苦手意識を持ったものや嫌なことに対
して頑なにそれを拒もうとする 
・初めての場所や環境は苦手で、攻撃的になっ
たり飛び出したりしてしまう 
・ちょっかいやいじわるが多い 
・周りの人の動きや音に敏感に反応し、席を立
って動いてしまうことが多い 
・気持ちの切り替えが苦手 
・気持ちが抑えきれない 
・他児との交流が持てず、一方的な関わり、気
分によって行動、活動のムラ、集中して取り
組めない、感情のままに行動してしまうなど
の様子が見られる 
・人との距離感下手 
・興味のない活動には参加せず、絵本を読んだ
り寝転んだりする 
・奇声 
・泣く時にしがみつく 
・気持ちが高まり過ぎてしまい、落ち着きを取
り戻すまでに時間がかかる 
 
②言語（気になる状況に挙げられた自由記述よ
り） 
・言語未獲得 
・言葉が少し遅い 
・オウム返し 
・返答に困ると「わからない」と答える 
・言葉が遅いのでコミュニケーションをはかる
ことが難しい 
・言葉も不明瞭でありコミュニケーションがは
かりにくい 
・言葉はゆっくりで幼いしゃべりである、赤ち
ゃん言葉が出る 
・困ったことを言葉で言うことができない 
・始語が遅かった 
・保健師に知的・言語の遅れを指摘される 
・有意語が出ない 
・大人の話を目を見て聞くことができない 
・視線が合いにくい 
・言葉を含めたコミュニケーション能力に障害
が見られる 
・言語による交流が未発達 
・構音も聞き取りが難しくコミュニケーション
の難しさがある 
・非言語的なレベルでの共感導きが必要 
・理解力に欠ける 
・話が理解できない 
・ことばだけの指示では理解できないことが多
い 
・暴言 
・ことばの療育に通っている 
・言葉が少なく、会話が難しい 
・３歳児検診でことばの遅れがわかる 
・相手の意志を無視した会話をしたり、過度の
スキンシップをしたりする 
・伝えたことを理解できない、表出言語もほと
んどない 
・上位概念の理解が難しい 
・発声は可能だが、発音は未熟 
・「うー」「あー」という声と表情で相手に伝え
ようとする 
・よくしゃべるが理解していない 
・現在二語文か三語文、他児とコミュニケーシ
ョンが取れない姿が見られる 
・言葉でのコミュニケーションが難しいため、
叩いたり押したりする 
 
 以上、挙げられた自由記述をそのまま記載し
たが、保育者が発達段階をきちんと理解してい
るか、理解しているとしても、子どものアセス
メントができて発達年齢に沿った対応ができ
ているかについては詳細は不明である。特別支
援教育の導入以降、子どもの発達段階、能力に
合わせた個別の指導が求められており、保育者
養成校においても発達心理学や障害児保育、障
害児教育などの科目において、乳幼児の発達を
理解する能力、子どものアセスメント（評価と
対応）を行う能力を醸成し、特別支援教育のニ
ーズがある児への支援ができる保育者の養成
が必要であろう。子どもが社会に出る初めての
機会が幼稚園・保育園入園である場合が多いが、
この時期に今回のような調査が行えることは
有用であると思われる。その後、どのように発
達していったか、就学していったかについて追
跡調査も行えるとさらに良いだろう。 
  また、保育・教育現場においては、自由記述
で挙げられた行動について問題視しているも
のの、対象児の機能障害に起因する問題なのか、
我慢できていないだけのわがままなのかの鑑
別が難しく、対応に苦慮していることがうかが
える。鑑別のポイントとしては、どんな TPO で
あってもできない場合と対応する人や場所が
変わればできる場合とが挙げられる。つまり、
後者の場合は、ポテンシャルはあるということ
になるので、頻度や持続時間は事例によっても
変わってくると思われるが、少しずつ不適応行
動を抑制・消去し、適応行動を習得させるプロ
セスが可能であろう。将来社会に出て行くこと
を念頭に置いて、対応することが肝要であると
思われる。 
 今回は書いてもらった自由記述を順不同で
重複している内容はまとめて記載したが、整理
するといくつかの内容に分類できると思われ
る。今後、先行研究なども合わせてレビューし
ていき、項目を整理していくことで、保育者が
困っている社会性とコミュニケーションの問
題をリスト化し、チェックリストを作成してく
ことで、簡便に教育・保育現場で保育者の専門
性でスクリーニングを行うことができるよう
になると思われる。また、このチェックリスト
を詳細に細分化することを通して、保育者が対
象児の該当項目をチェックするだけで、詳しい
対象児の文章による説明につなげることがで
き、医療機関等、他の専門機関との連携にもつ
なげることができるのではないかと思われる。
今後、このような保育者独自のアセスメント手
段を確立していくということを通して、保育者
の専門性の向上とともに、検診のあり方や保
育・教育の枠組みの検討など国や地方公共団体
レベルの抜本的な子どもを取り巻く環境の整
備が求められる。 
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